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L最 近 の動 き/CurrentTopics
◎研究会等/ResearchMeetings




本資料は、平成元年度分の 「外国為替及び外国貿易管理法」等 に基づ く届出書
を取 りまとめ、技術分類別及び国別等 に集計 した ものであ る。
なお、次号に一部概要を掲載す る予定です。




期的研究課題の発掘等を目的と した 「第2回 科学技術政策研究国際 コンファレン
ス」を、平成3年1月24日(木)～26日(土)に 神奈川県大磯(大 磯プ リン
スホテル)に おいて開催す る。今回のコンファレンスは、本年2月 伊豆下 田で開
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催 された第1回 コンファレンスに続 くもので、特に今回は、第1回 コンフ ァレン
スの結果を踏まえ、政策研究者 と政策担 当者の間の議論の機会を設定す ることを
特色 としている他、グローバ リゼイ ションの中での科学技術政策、科学技術人材
の育成 ・確保の問題に も焦点が充て られる予定。
同コンファレンスには、米国スタンフォー ド大学 ローゼ ンバーグ教授、英国サ













で 「何が出来るか?何 をすべ きか?」 を見極 める。
4.プmグラム






セ ッシ ョン1:科 学 技 術政策 決定 過 程の研 究
セ ッシ ョン2:技 術革 新プ ロセ ス
セ ッ ショ ン3:科学 技 術人材 の 養成 、確 保
セ ッシ ョ ン4:グ ローバ リゼ イ シ ョンにお け る科 学技 術政 策
ラ ウ ン ドテー ブル ・デ ィス カ ッ シ ョン:
セ ッシ ョン1～4を踏 まえ、科 学技 術 政策研 究 にお いて 、今 後 、
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「何 を なす べ きか?何 が で き るか?」 につ いて議 論 。
5.一般 参 加
セ ッシ ョン1～4(1月24日～25日)に つ い て は、一 般 の聴講 が可 能 。





「技術 のサステ ィナ ビリティーにつ いて」
大阪大学環境工学科教授
「基礎研究に対 する取組 み方 につ いて」
熱帯農業 セ ンター研究部長
嶋本 国際特許事務所長
ける動向 一」 京都 文化博物館長
末石冨太郎
村田伸夫
「デル ファイ調査 についての分析 と研究開発動 向」
嶋本 久寿弥太
「中国 の近代化 と西洋科学技術 の受容過程 一清朝未及 び現 代 にお
吉 田光邦








米 国商 務 省
PatrickCollinsPh.D(mンドン大 学 イ ンペ リアル カ レッ ジマ ネ ー
ジメ ン トス クール学 部 生教 育 部 長)
JeanFrancoisGeBAULTdeBRUGIERE,Ph.D(仏大使 館 科 学 部 科学 技
術 担 当)
中国 科学 技 術 指標 に関 す る視 察 団
StefanWagsty1(ファイ ナ ンシ ャル タイ ム ス東京 特 派 員)
IanRodger(ファイ ナ ン シャル タイ ム ス東 京 支局 長)
L.Rymer(オース トリア産業 技 術 商務 省)
R.S、Ganapathy(イン ド科 学 技術 省)
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2.研究 ノ ーF/ResearchNote
研究開発の ダイナ ミックス(科 学技術連関モデル ・中間経過報告)
第1研 究 グループでは、科学技術連関 モデルに関す る理論的研究 と並行 して、
これ らを実際の企業活動 を反映 した現実性 の高 い体系 とす るため、産業界におけ
る研究開発の実状 について調査を実施 した。 この調査は本年1月 か ら4月 にかけ
て実施 し、研究開発 を大規模 に行 っている民間企業約20社 の協力 を受 けて、全
社的 な研究開発の状況及 び各社で実施 した典型的 な研究開発 プロジェク トの詳細
な情報を提供 して戴 いた。本研究 グループは調査結果の分析を終え、 このほどそ
の成果が取 りまとめ られた(NiSTEPレ ポー トNo.14)。
ここでは、 その概要 につ いて紹介す る。
分析 にあた り、 まず方法論的に次 のような三つの視角を採用 した。
① 「シュムペ 一夕ーと レオ ンテ ィエ フの総合」 と名付 けた ように、 イノベー シ ョ
ンが発生 する仕組 みか ら始 ま ってその成果が経済社会の中に利 用されて ゆ く様相
を連続的 かつ体系的 に把握 するアプローチを構築 した。
②研究開発 の過程 に付 き ものである不確実性か らの制約を避 けるために、 「ダイ
ナ ミック ・イ ンバ ース」の考えを利用 し、研究開発段階か ら遡 るのではな く、研
究開発 の成果 を考慮 して、時間 の流れを逆 にた どる事に よって・個別 の研究開発
プロジェク トに係わ る歴史的なデータを収集す る方法を改良 した。
③多種多様 な活動(研 究開発、生産活動など)に 関す る情報が複雑に入 り組んで
いる企業 レベルの集計 データに基づ く分析 アプローチと区別 をす るために、類似
した技術分野に属す るプロジェク トには企業組織 の枠を越 えた、技術 固有 のパ タ
ー ンない しは法則性が検 出で きるとい う仮説 フレームを組み立てた。
次 に実査 された 「企業及 び個別研究開発 プロジェク トに関す る調査jの 調査結




関 して、次 の諸点が指摘 された。
①新製品開発(製 品改良 を含む)を 目的 とす るプロジェク トにおいて実現 され る
イノベー シ ョンは、表面的 にデマ ン ドプル型 となるが、要素技術 レベルで は、積
極的 に先端技術が追及 され、 テクノロジー ・プッシュ型が その実現 を支 えていた。
②継続的改良型 のイ ノベー ションに注力す ることによって、不確実性(Un-
certainty)を 避 けて研究開発への傾斜的投資 を行 うことがで きた。
しか し、マーケ ッティングなど製品市場の動 向予測に起因す る失敗 の事例 も多
い。
③多 くの企業 は、社内技術蓄積 の高度化を 目的 に して、知的中間投入材 としての
知識 ス トック(論 文、特許、研究開発支出累積額 などを代理指標 とす る研究成果
)の 内部蓄積 を重視 してい る。
④最近20年 間において成功 した先端技術分野 の研究開発投資では、安定 した規
摸の経済性が計測 できる。つ ま り、個別 プロジェク トに支 出された研究開発投 資
の累積額 と、 その研究開発 の成果 を利用 して行 われた新規生産設備投資額 との間
には、1.25(1960-・一1975のデータで は1.27、 ユ970一ユ984のデー タでは、
1.25)乗 の乗数が安定的 に存在 する。事後的 にみて、 日本企業 は一定の乗数
効果 が市場規模 に関 して見込 めるR&Dプ ロジェク トに選好的に投資 してお り、
成功裏 に推移 したプロジェク トに関 してR&Dの 規模 の経済性 が認め られ る。(
図 エ参照)
⑤研究開発の り一 ドタイムは、先端技術固有のパ ター ンを示 す。知識 ス トックの
投入密度が高 くなると リー ドタイムは短 くな り、設 備投資規模 が大 き くな ると長
くな る傾向があ る。なお、知識 ス トック密度 の り一 ドタイムに対す る弾性 値は、
-0.39、 他方、設 備投資規模のそれは、+0.36で あ った。っ まり、高 い
経済成長 を達 成することが要求 され ることによって、研究開発 の リー ドタイムが
長 くなるが、その リスクを相殺す るために研究開発の集中的な投入が行われる こ
とを意味 してい る。(図2参 照)
⑥以上、1970年 以降 のcatchingupの 最終段階 において、 日本企
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業 はある程度成功が約束 されたR&D投 資に注力 し、一定 の保証 された リターン
の下、再投 資を行 うとい うメカニズムを確立 し、 日本経済 にincreasing
returnsと10ng-termgrowthを 実現 した。
⑦ しか し、我々の分析が明 らかにす るよ うに、測定 された乗数効果か らは、一定
の経済成長 を達成する為 に必要 な設備投資 の集中化傾 向とそれか らもた らされ る
巨額化が推定 され、また、投 資が実現 された際 に、投下資本の回収 を可能 にする
市場 をいかに確保す るか とい う問題が発生 する。catchingup段 階が
終了 し、探索型R&Dプvジ ェク トに本腰 を入れ る必要性が強調 されてい る今日、
日本企業のR&Dマ ネジメン トは、まさに歴史的曲 り角に来てい ると言え る。
本研究 グル ープは中間報告 に示 した調査分析結果を踏まえ、現実 を反映 した科
学技術連関 モデルの構築を行 う予定である。
その際、解決すべき課題 が以下のよ うに挙げ られる。
①技術連関 モデルを開発す る上で、 さらに検討 してお くべ きことは、技術革新 の
スピルオ ーバ効果の定式化であ る。 これは、 モデルに登場 する技術係数行列の変
化の方向を予測す る上 で必要 とな る研究である。
②製品 の収益率 とライ フサイ クルに関す る技術的分布特性を検証す る必要 がある。
特に、先端技術によって発生 した付加価値額 と需要規模 に関す る定式化が必要 と
なる。
③現段階 で入手 しているデー タに基 づいて、パ イロ ッ トモデルによる シミュ レー




研 究 開 発 投 資 と 設 備 投 資 の 関 係













研 究 開 発 投 資 額(百 万 円)
図i全 デ ー タ に対 す る研 究 開 発 設 備 対 設 備 投 資:実 績 値 と推 定 値
































研 究 開 発 期 間 対R&D投 資
(月)
10210310410・
設 備 投 資 額(ユ980年 百 万 円)
〔〕案 蟹f直+推 定 値
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